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険業を除く当時のすべての上場企業 3,259 社であり，2013 年６月 31 日を回収
期限として，2013 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業の
経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 209 社（製造業





対して質問票を送付した。質問票は 2014 年６月 31 日を回収期限として，2014
年６月１日に郵送を実施した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回





の大企業である。該当企業は 1,160 社であり，2015 年６月 30 日を回収期限と
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して，2015 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業の経理部
長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 123 社（製造業 54 社，
非製造業が 69 社であった）で回収率は 10.6% であった。
2015 年に追加調査した中小企業は，金融業と保険業を除く従業員数 100 名
以上の非上場の企業で，資本金が５億円未満の上記 8,027 社のうち，既に調査
した 3,500 社以外の企業 4,527 社を対象に調査しようとしたが，従業員数 100
名以上ということでこの年新たに検索したところ，企業数に変化がみられた。
そのため，上記の 2014 年に調査した企業を除く 5,477 社に対して質問票を送
付することになった。質問票は２回に分けて送付した。１回目は 2015 年８月
31 日を回収期限として 2015 年８月１日に 1,619 社に対して送付し，２回目は
2015 年 11 月 30 日を回収期限として 2015 年 11 月１日に 3,858 社に対して送付
した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回
収企業は小計で 481 社（製造業 162 社，非製造業が 319 社）あり回収率は 8.83%
であった。
これらをトータルするとここまで蓄積した最終回収企業は 1,110 社（製造業









次表の通りであり，製造業 433 社（8.89%），情報・通信 72 社（7.11%），建設
業 106 社（9.90%），不動産 14 社（5.71%），卸・小売業 217 社（7.43%），サー
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製造業 4,870 433 8.89%
情報・通信業 1,012 72 7.11%
建設業 1,071 106 9.90%
不動産業 245 14 5.71%
卸・小売業 2,921 217 7.43%
サービス業 2,033 158 7.77%
運輸業 1,163 93 8.00%
電気・ガス業 48 7 14.58%
その他 33 5 15.15%
不明 　 5 　
13,396 1,110 8.29%
回収企業の業界分布について，発送企業の業界分布と適合していることをカ
イ二乗検定によって確認した（χ２= 15.238，自由度 =8，p=.055 ）。
本稿では上記の製造業 433 社のうち，「素材産業型製造業」126 社に焦点を
当てて比較検討する。433 社の業界別内訳は，食品 44 社（10.2%），繊維 10 社
（2.3%），パルプ・紙 11 社（2.5%），化学・薬品 43 社（10.0%），石油・ゴム・
ガラス・セメント 21 社（4.9%），鉄鋼・金属 61 社（14.1%），情報通信 4社（0.9%），
その他製造 74 社（17.1%），一般機械 34 社（7.9%），電気機械 46 社（10.6%），
輸送用機器 56 社（13.0%），精密 19 社（4.4%），その他 9社（2.1%）であった。
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図表２：回答製造業の業界 ??????????????????? ??????????? ????? ??????????????????????????????????????????????? ??????? ??????
本稿では，このうち「パルプ・紙」11 社，「化学・薬品」（注３）43 社，「石油・











　 素材産業型製造業 製造業 全産業
10 億未満 1 3 32
10 億～ 20 億未満 5 16 64
20 億～ 30 億未満 12 29 79
30 億～ 40 億未満 10 36 71
40 億～ 50 億未満 5 20 62
50 億～ 100 億未満 35 57 207
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100 億～ 300 億未満 42 63 244
300 億～ 500 億未満 5 22 63
500 億～ 1,000 億未満 9 10 47
1,000 億～ 2,000 億未満 5 16 32
2,000 億～ 3,000 億未満 1 7 18
3,000 億～ 10,000 億未満 3 7 21
10,000 億以上 2 4 7
合計 135 290 947
売上規模について素材産業型製造業と製造業で差があるかどうかカイ二乗検
定によって確認した結果，差がなかった（χ２= 16.509，自由度 =13，p=.223 ）。
素材産業型製造業と産業全体で差があるかどうかカイ二乗検定によって確認し





10 億未満 2 16 87
10 億～ 20 億未満 8 21 101
20 億～ 30 億未満 9 32 83
30 億～ 40 億未満 11 29 83
40 億～ 50 億未満 7 20 56
50 億～ 100 億未満 28 58 190
100 億～ 300 億未満 39 54 195
300 億～ 500 億未満 9 15 46
500 億～ 1,000 億未満 9 15 33
1,000 億～ 2,000 億未満 6 6 23
2,000 億～ 3,000 億未満 　 8 15
3,000 億～ 10,000 億未満 4 9 18
10,000 億以上 2 5 10
合計 134 288 940
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　 素材産業型製造業 製造業 全産業
50 人～ 100 人未満 3 5 20
100 人～ 200 人未満 48 102 321
200 人～ 500 人未満 45 89 331
500 人～ 1,000 人未満 21 35 118
1,000 人～ 2,000 人未満 6 17 54
2,000 人～ 3,000 人未満 2 5 20
3,000 人～ 4,000 人未満 　 8 14
4,000 人～ 5,000 人未満 1 3 8
5,000 人～ 10,000 人未満 5 10 23
10,000 人以上 　 4 9
合計 131 278 918
従業員規模について素材産業型製造業と製造業で差があるかどうか，質問票
郵送後に従業員数が 100 人未満になった企業も 100 人～ 200 人未満に含めて，
また，従業員数 4,000 人以上は企業数が少ないためひとまとめにして，カイ二
乗検定によって確認した結果，差がなかった（χ２= 5.477，自由度 =6，p=.484 ）。
素材産業型製造業と産業全体で差があるかどうか，同様にして，カイ二乗検定






















素材産業 製造業 全産業 素材産業 製造業 全産業
行う 129（94.9%） 261（88.5%） 881（90.8%） 105（77.2%） 206（69.8%） 660（68.0%）
行わない 7（5.1%） 34（11.5%） 89（9.2%） 31（22.8%） 89（30.2%） 310（32.0%）
原価企画 原価管理
素材産業 製造業 全産業 素材産業 製造業 全産業
行う 67（49.3%） 173（58.6%） 334（34.4%） 122（89.7%） 265（89.8%） 720（74.2%）
行わない 69（50.7%） 122（41.4%） 636（65.6%） 14（10.3%） 30（10.2%） 250（25.8%）
ABC/ABM 実体管理
素材産業 製造業 全産業 素材産業 製造業 全産業
行う 9（6.6%） 23（7.8%） 67（6.9%） 75（55.1%） 181（61.4%） 316（32.6%）
行わない 127（93.4%） 273（92.2%） 903（93.1%） 61（44.9%） 114（38.6%） 654（67.4%）
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予算管理 ＭＰＣ
素材産業 製造業 全産業 素材産業 製造業 全産業
行う 123（90.4%） 248（84.1%） 841（86.8%） 5（3.7%） 16（5.4%） 63（6.5%）
行わない 13（9.6%） 47（15.9%） 128（13.2%） 131（96.3%） 279（94.6%） 903（93.5%）
業績管理 BSC
素材産業 製造業 全産業 素材産業 製造業 全産業
行う 119（87.5%） 246（83.4%） 835（86.4%） 7（5.1%） 18（6.1%） 79（8.2%）






定のための管理会計」（χ２= 4.698，自由度 =1，p=.030），｢原価企画｣（χ２= 





図表７：素材産業型製造業，製造業，産業全体の各種「管理会計手法の有無」比較????????????????????????????????? ???? ??? ??? ???? ??? ??? ???? ??? ??? ???? ??? ??????? ???? ???? ?????? ????
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全体以外に「製品種類」ごとに利益計画を立てる企業がやや多いと思われる。
















　 N M SD N M SD N M SD
見積財務諸表 106 4.77 1.79 215 5.02 1.50 712 4.98 1.47 
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CVP 分析 97 4.62 1.76 189 4.28 1.66 588 4.09 1.69 
原価企画 111 5.23 1.48 220 5.09 1.40 717 4.97 1.47 
SWOT 分析 92 3.93 1.45 183 3.97 1.52 596 4.02 1.50 
製品ポートフォリオ 90 3.86 1.50 181 3.90 1.37 562 3.68 1.43
素材産業型製造業と製造業，加工組立型製造業で Mann-Whitney の検定を
行ったが，差がみられなかった（５％水準，以下同様）。また，素材産業型製















Whitney の検定を行った結果，やはり ｢利益計画の決定｣ の重視度に差がみ
られ，素材産業型製造業においてより重視されていた。さらに，素材産業型製























　 N M SD N M SD N M SD
経営分析 85 5.28 1.19 186 5.05 1.30 572 5.20 1.16 
直接原価計算 84 5.04 1.61 172 4.89 1.58 487 4.79 1.62 
CVP, 損益分岐点分析 78 4.96 1.32 162 4.73 1.52 448 4.62 1.54 
差額原価収益分析 72 4.01 1.74 147 3.79 1.45 415 3.72 1.58 











原価企画については，素材産業型製造業の実践企業は 67 社の 49.3% で，製









































　 N M SD N M SD N M SD
設計担当者の疲弊 57 3.82 1.17 153 4.22 1.20 294 4.10 1.27 
サプライヤーの疲弊 55 3.73 1.24 152 4.09 1.29 295 3.99 1.26 
組織内のコンフリクト 54 3.65 1.20 154 4.23 1.22 296 4.14 1.20 
品質低下 54 3.30 1.11 152 3.41 1.45 295 3.54 1.39 






















うに 89.7% で，製造業の 89.9 % よりわずかに少ないが，産業全体の 74.2% に
比べれば多かった。
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　 素材産業型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
実際原価計算 102 5.62 1.25 207 5.50 1.31 577 5.46 1.32 
標準原価計算 87 4.98 1.93 196 5.17 1.48 429 4.60 1.68 
直接原価計算 77 4.45 1.79 168 4.65 1.63 414 4.68 1.71 
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CVP分析，損益分岐点分析 79 4.81 1.24 172 4.52 1.49 410 4.42 1.47 
原価企画 70 3.64 1.69 162 4.14 1.54 378 3.86 1.60 
特殊原価調査 64 3.31 1.83 138 3.38 1.43 335 3.21 1.48 
ABC／ABM 62 2.69 1.50 133 2.98 1.49 331 3.04 1.59 
ライフサイクルコスティング 60 2.67 1.31 138 3.02 1.42 338 3.07 1.49 












図表 15：素材産業型製造業，加工組立型製造業の「原価管理の手法」の比較?????????????????????? ???? ????? ???? ????? ???? ????? ???? ??????? ?? ?? ???????? ?????? ????? ??????????? ????????? ??????
加工組立型製造業のほうが「原価企画」が重視されていた以外に，有意な差
218
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図表 18：素材産業型製造業，製造業，産業全体の「製造間接費の配賦」の比較?????????????????????? ????? ???????????????????????????????????????? ???????? ?????????????????????????????
６．ABC/ABM
ABC は採用企業が９社の 6.6% とそもそも低く省略する。
７．実体管理








　 N AV SD N AV SD N AV SD
JIT 47 3.66 2.04 121 4.60 2.00 190 4.17 2.02 
TQC 50 4.40 1.70 122 5.04 1.40 202 4.77 1.57 
TQM 46 4.20 1.56 114 4.89 1.55 190 4.60 1.68 
QC サークル 66 4.97 1.48 148 5.11 1.39 244 4.98 1.39 
TPM 48 4.27 1.69 120 4.67 1.62 185 4.26 1.75 
方針管理 54 4.87 1.48 117 5.50 1.30 202 5.26 1.44
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　 N AV SD N AV SD N AV SD
売上高 109 6.00 1.00 234 6.17 0.93 764 6.08 1.00 
売上総利益 102 5.73 1.18 220 5.82 1.07 724 5.94 1.14 
営業利益 108 5.94 1.16 235 6.10 0.84 757 6.15 2.03 
経常利益 107 5.73 1.08 221 5.68 1.12 711 5.68 1.23 
限界利益 98 5.13 1.42 205 5.36 1.38 603 4.79 1.58 
事業部利益 96 5.18 1.56 187 4.86 1.64 625 5.14 1.53 
226
－33 （　  ）－
本社費配賦後利益 85 4.60 1.76 171 4.49 1.62 588 4.68 1.65 
売上高利益率 94 5.09 1.44 207 5.31 1.39 637 5.22 1.44 
ROI 85 3.59 1.57 173 3.73 1.56 533 3.56 1.53 
ROA 88 3.82 1.58 175 3.80 1.55 545 3.72 1.57 
ROE 87 3.66 1.63 177 3.91 1.65 551 3.72 1.55 
キャッシュフロー 94 4.90 1.53 199 5.04 1.54 612 4.89 1.54 
残余利益 77 3.45 1.34 169 3.83 1.41 518 3.73 1.52 
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の手法よりも重視されていた。
図表 26：素材産業型製造業，製造業，産業全体の「投資の意思決定手法」の重視度
　 素材産業型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
回収期間法 103 5.03 1.48 206 4.77 1.48 658 4.64 1.56 
NPV 法 83 4.18 1.70 157 4.03 1.56 508 3.78 1.60 
会計的投資利益率法 76 3.71 1.62 150 3.89 1.42 506 3.69 1.55 

















































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　提出年月日：2018 年 10 月１日
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